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目次 第 27 節 北海道・三陸沖後発地震注意情報が発信された場合にとるべ

き防災対応に関する事項  

-------------------------------------------------- 103 

・第１ 北海道・三陸沖後発地震注意情報の伝達  

   １ 県及び関係機関相互間の伝達 

   ２ 地域住民等に対する伝達 

・第２ 北海道・三陸沖後発地震注意情報が発信された後の周知 

・第３ 災害応急対策をとるべき期間等 

・第４ 県のとるべき措置 

第 27 節 北海道・三陸沖後発地震注意情報が発信された場合にとるべ

き防災対応に関する事項  

-------------------------------------------------- 103 

・第１ 北海道・三陸沖後発地震注意情報の伝達  

   １ 県及び関係機関相互間の伝達 

   ２ 地域住民等に対する伝達 

・第２ 北海道・三陸沖後発地震注意情報が発信された後の周知 

・第３ 災害応急対策をとるべき期間等 

・第４ 県のとるべき措置 

記載誤り 

1-2 第２ 基本方針 

（略） 

８  新型コロナウイルス感染症対策 

第２ 基本方針 

（略） 

８  新型コロナウイルス感染症対策 

地域防災計画の修正による 

1-3 第３ 本県における社会的災害要因の変化 

（略） 

市町村毎の高齢者比率 

市町村コード 市町村名 
高齢者比率 

(%) 
市町村コード 市町村名 

高齢者比率 

(%) 
市町村コード 市町村名 

高齢者比率 

(%) 

07201 

07202 

07203 

07204 

07205 

07207 

07208 

07209 

07210 

07211 

07212 

07213 

07214 

07301 

07303 

07308 

07322 

07342 

07344 

07362 

福島市 

会津若松市 

郡山市 

いわき市 

白河市 

須賀川市 

喜多方市 

相馬市 

二本松市 

田村市 

南相馬市 

伊達市 

本宮市 

桑折町 

国見町 

川俣町 

大玉村 

鏡石町 

天栄村 

下郷町 

31.5 

32.5 

28.2 

32.5 

31.4 

30.0 

37.9 

32.6 

36.0 

37.9 

38.1 

37.1 

29.2 

38.5 

43.6 

43.9 

28.3 

28.9 

38.6 

46.8 

07364 

07367 

07368 

07402 

07405 

07407 

07408 

07421 

07422 

07423 

07444 

07445 

07446 

07447 

07461 

07464 

07465 

07466 

07481 

07482 

檜枝岐村 

只見町 

南会津町 

北塩原村 

西会津町 

磐梯町 

猪苗代町 

会津坂下町 

湯川村 

柳津町 

三島町 

金山町 

昭和村 

会津美里町 

西郷村 

泉崎村 

中島村 

矢吹町 

棚倉町 

矢祭町 

40.0 

48.5 

43.7 

40.7 

49.0 

38.8 

41.2 

38.4 

35.5 

47.2 

55.3 

61.6 

55.7 

41.7 

26.3 

34.2 

31.8 

32.6 

34.0 

42.1 

07484 

07485 

07501 

07502 

07503 

07504 

07505 

07521 

07522 

07541 

07542 

07543 

07544 

07545 

07546 

07547 

07548 

07561 

07564 

塙町 

鮫川村 

石川町 

玉川村 

平田村 

浅川町 

古殿町 

三春町 

小野町 

広野町 

楢葉町 

富岡町 

川内村 

大熊町 

双葉町 

浪江町 

葛尾村 

新地町 

飯舘村 

40.5 

42.6 

39.1 

33.5 

38.2 

36.2 

42.2 

36.5 

38.5 

33.2 

37.6 

16.2 

52.9 

- 

- 

- 

43.1 

34.6 

70.4 

  

出所）福島県現住人口調査月報（令和４年１１月１日現在） 

※     大熊町、双葉町及び浪江町    は       

第３ 本県における社会的災害要因の変化 

（略） 

市町村毎の高齢者比率 

市町村コー

ド 
市町村名 

高齢者比

率 

(%) 

市町村コー

ド 
市町村名 

高齢者比

率 

(%) 

市町村コー

ド 
市町村名 

高齢者比

率 

(%) 

07201 

07202 

07203 

07204 

07205 

07207 

07208 

07209 

07210 

07211 

07212 

07213 

07214 

07301 

07303 

07308 

07322 

07342 

07344 

07362 

福島市 

会津若松

市 

郡山市 

いわき市 

白河市 

須賀川市 

喜多方市 

相馬市 

二本松市 

田村市 

南相馬市 

伊達市 

本宮市 

桑折町 

国見町 

川俣町 

大玉村 

鏡石町 

天栄村 

下郷町 

32.1 

33.4 

28.9 

33.3 

32.4 

31.0 

38.7 

33.5 

37.1 

39.5 

39.0 

37.9 

29.8 

38.4 

44.3 

45.6 

28.8 

29.1 

40.8 

 49.2 

07364 

07367 

07368 

07402 

07405 

07407 

07408 

07421 

07422 

07423 

07444 

07445 

07446 

07447 

07461 

07464 

07465 

07466 

07481 

07482 

檜枝岐村 

只見町 

南会津町 

北塩原村 

西会津町 

磐梯町 

猪苗代町 

会津坂下町 

湯川村 

柳津町 

三島町 

金山町 

昭和村 

会津美里町 

西郷村 

泉崎村 

中島村 

矢吹町 

棚倉町 

矢祭町 

41.2 

49.2 

45.0 

41.9 

50.8 

40.0 

42.6 

39.4 

36.2 

48.0 

55.9 

60.8 

56.2 

43.4 

26.9 

35.1 

33.7 

33.1 

34.6 

43.2 

07484 

07485 

07501 

07502 

07503 

07504 

07505 

07521 

07522 

07541 

07542 

07543 

07544 

07545 

07546 

07547 

07548 

07561 

07564 

塙町 

鮫川村 

石川町 

玉川村 

平田村 

浅川町 

古殿町 

三春町 

小野町 

広野町 

楢葉町 

富岡町 

川内村 

大熊町 

双葉町 

浪江町 

葛尾村 

新地町 

飯舘村 

42.0 

43.6 

39.9 

34.9 

40.1 

37.5 

44.0 

37.9 

40.2 

35.1 

37.9 

- 

56.1 

- 

- 

- 

39.0 

35.8 

- 

  
出所）福島県現住人口調査月報（令和６年６月１日現在） 

※ 富岡町、大熊町、双葉町及び浪江町については、人口（男女の

時点修正 
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   基礎となる令和２年国勢調査の際、原子力災害による避難

指示区域であったため、算出されていない。          

                              

         

 

表 将来の本県の高齢者比率 

  2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 

高齢者比率 65歳以上 28.7 32.5 35.3 37.5 39.4 42.2 44.2 

生産年齢人口比率 15～64歳 59.3 56.3 54.1 52.4 50.9 48.4 46.6 

年少人口比率 14歳以下 12.0 11.2 10.6 10.1 9.7 9.4 9.2 

  

出所）国立社会保障・人口問題研究所推計値（2018 年３月推計） 

内数を含む）または世帯数の推計値にマイナスとなる項目がある

ため、基礎となる令和２年国勢調査の際、原子力災害による避難

指示区域であったため、算出されていない。また、飯舘村につい

ては、年齢（３区分）別人口にマイナスとなる項目があるため、「-」

表示としている。 

 

表 将来の本県の高齢者比率 

  2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 

高齢者比率 65歳以上 31.7 34.2 36.1 37.7 40.3 42.5 44.2 

生産年齢人口比率 15～64歳 59.3 56.3 54.1 52.4 50.9 48.4 46.6 

年少人口比率 14歳以下 11.3 10.3 9.4 8.9 8.7 8.5 8.2 

  

出所）国立社会保障・人口問題研究所推計値（2023 年 12 月推計） 

1-4 第１ 既往の地震災害と本県における地震発生特性 

（略） 

 ２ 海溝型地震（プレート境界部を震源として発生する地震） 

 （略） 

  (2) 地震発生履歴 

  （略） 

   カ 1964 年（昭和 39 年）６月 新潟地震 Ｍ＝７．５ 

16 日午後１時 20 分ごろ、県下全域に震度４～５の強い地

震があった。このため、会津坂下町、喜多方市周辺に多くの

被害を出し、県内では、負傷者 12 名、住家全壊８棟、住家

半壊６棟、一部破損 83 棟、非住家被害 86 棟、道路破損 15

ヶ所、山・崖崩れ 17 ヶ所等の被害があった。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 既往の地震災害と本県における地震発生特性 

（略） 

  ２ 海溝型地震（プレート境界部を震源として発生する地震） 

  （略） 

   (2) 地震発生履歴 

   （略） 

    カ 1964 年（昭和 39 年）６月 新潟地震 Ｍ＝７．５ 

16 日午後１時 1 分ごろ、県下全域に震度４～５の強い地 

震があった。このため、会津坂下町、喜多方市周辺に多くの

被害を出し、県内では、負傷者 12 名、住家全壊８棟、住家

半壊６棟、一部破損 83 棟、非住家被害 86 棟、道路破損 15

ヶ所、山・崖崩れ 17 ヶ所等の被害があった。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

適正化 
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福島県及び周辺の主要活断層帯と海溝で起こる地震の発生確率 

地震 
マグニチュード 

（Ｍj） 

地震発生確率 

（30 年以内） 

（略） 

宮城県沖の陸寄り

の地震 

（宮城県沖地震） 

7.4 前後 70%～80% 

（略） 

地震調査研究推進本部ホームページより（算定基準日：2023 年 1 月

1日） 

 

 

（略） 

福島県に影響を及ぼした地震 

 

福島県及び周辺の主要活断層帯と海溝で起こる地震の発生確率 

地震 
マグニチュード 

（Ｍj） 

地震発生確率 

（30 年以内） 

（略） 

宮城県沖の陸寄り

の地震 

（宮城県沖地震） 

7.4 前後 70%～90% 

（略） 

地震調査研究推進本部ホームページより（算定基準日：2024 年 1 月

1日） 

 

 

（略） 

福島県に影響を及ぼした地震 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適正化 
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本県に影響を及ぼした地震の震央分布（令和４年まで） 

（図に修正ないため省略） 

本県に影響を及ぼした地震の震央分布（令和５年まで） 

（図に修正ないため省略） 

 

時点修正 

1-8 第１ 整備計画 

１ 整備すべき施設等 

（略） 

(8) 地震防災上改築又は補強を要する社会福祉施設 

(8 の 2)地震防災上改築又は補強を要する公立の幼稚園 

(9) 地震防災上改築又は補強を要する公立の小学校、中学校若し

くは義務教育学校又は中等教育学校の前期課程 

第１ 整備計画 

１ 整備すべき施設等 

（略） 

(8) 地震防災上改築又は補強を要する社会福祉施設 

(8 の 2)地震防災上改築又は補強を要する公立の幼稚園 

(9) 地震防災上改築又は補強を要する公立の小学校、中学校若し 

くは義務教育学校又は中等教育学校の前期課程 

地震防災対策特別措置法

の表記に合わせて修正 

2-2 第１ 防災情報通信網の整備（危機管理総室） 

１ 福島県総合情報通信ネットワークの概要 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第１ １」

を参照するものとする。 

２ 局数 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第１ ２」

を参照するものとする。 

３ 各機関の機能 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第１ ３」

を参照するものとする。 

４ 防災事務連絡システム 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第１ ４」

を参照するものとする。 

５ 防災情報提供システム 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第１ ５」

を参照するものとする。 

６ 職員参集システム 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第１ ６」

を参照するものとする。 

７ 代行統制局の設置 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第１ ７」

を参照するものとする。 

 

第２ 市町村防災行政無線 の整備 

（略） 

第１ 防災情報通信網の整備（危機管理総室） 

１ 福島県総合情報通信ネットワーク    

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第１ １」

を参照するものとする。 

     

                                 

           

         

                              

           

             

                                

           

            

                                

           

          

                              

           

          

                                

           

 

第２ 市町村防災行政無線等の整備 

（略） 

適正化 
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第３ その他通信網の整備・活用 

１ 非常通信体制の充実強化 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第３ １」

を参照するものとする。 

２ その他通信連絡網の整備・活用 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第３ ２」

を参照するものとする。 

                       

                             

             

 

第４ 通信手段の周知 

１ 県と関係機関間の連絡体制の周知 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第４ １」

を参照するものとする。 

２ 住民への連絡体制の周知 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第４ ２」

を参照するものとする。 

 

第３ 福島県総合防災情報システム 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第３」を 

参照するものとする。 

 

第４ その他通信網の整備・活用 

１ 非常通信体制の充実強化 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第４ １」

を参照するものとする。 

２ その他通信連絡網の整備・活用 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第４ ２」

を参照するものとする。 

３ クラウドシステムなどＩＣＴの導入に係る検討 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第４ ３」

を参照するものとする。 

 

第５ 通信手段の周知 

１ 県と関係機関間の連絡体制の周知 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第５ １」

を参照するものとする。 

２ 住民への連絡体制の周知 

このことについては、「一般災害対策編第２章第２節第５ ２」

を参照するものとする。 

2-3 第１ 地震観測網 

 県内における主な地震計の設置並びに観測の状況は、次のとおりで

ある。 

No. 観測機関 地震計の種類・観測方法 箇所数 

（略） 

(7) 国土地理院 電子基準点 

ＧＮＳＳ地殻変動観測施設等 

３５ 

     ４ 
 

第１ 地震観測網 

 県内における主な地震計の設置並びに観測の状況は、次のとおりで

ある。 

No. 観測機関 地震計の種類・観測方法 箇所数 

（略） 

(7) 国土地理院 電子基準点 

ＧＮＳＳ地殻変動観測施設等 

３８ 

    ４ 
 

適正化 

2-3 第２ 福島県震度情報ネットワ－クシステムの概要 

県（危機管理総室）では、県内の 84 箇所に計測震度計を整備

し、気象庁の計測震度計利用の７箇所（郡山市・南会津町・西会

津町・猪苗代町・棚倉町・田村市船引町・浪江町）と合わせて、

第２ 福島県震度情報ネットワ－クシステムの概要 

県（危機管理総室）では、県内の 84 箇所に計測震度計を整備

し、気象庁の計測震度計利用の７箇所（郡山市・田村市・棚倉町・

猪苗代町・西会津町・南会津町    ・浪江町）と合わせて、

適正化 



 福島県地域防災計画修正 新旧対照表（地震・津波災害対策編） 別紙 

章-節  現行                       修正後                     修正理由 

6 

 

県内の全市町村の震度情報を収集し、ネットワ－ク化を図ってい

る。 

このシステムで得られた震度情報は、県庁を経由し、県総合情

報通信ネットワークを通して各地方振興局、各市町村、各消防本

部等に配信され、            市町村別の被害状況

の推定、各種の応急対策の検討をはじめ、県の職員参集システム

に組み入れられることにより、初動体制の充実・強化に活用され

ている。 

県内の全市町村の震度情報を収集し、ネットワ－ク化を図ってい

る。 

このシステムで得られた震度情報は、       県総合情

報通信ネットワークを通して各地方振興局、各市町村、各消防本

部等に配信され、速やかな初動体制の確立、市町村別の被害状況

の推定、各種の応急対策の検討                 

                     などに活用され

ている。 

 

2-3 第３ 震度情報ネットワークシステムの概要図 

 

第３ 震度情報ネットワークシステムの概要図 

 

 

適正化 

2-4 第２ 防災上重要な建築物の耐震性確保等 

 １ 県有施設の耐震性確保 

(1) 防災上重要建築物の指定 

（略） 

 ウ 緊急医療施設 

県立病院、公立大学法人福島県立医科大学付属病院 

第２ 防災上重要な建築物の耐震性確保等 

 １ 県有施設の耐震性確保 

(1) 防災上重要建築物の指定 

（略） 

   ウ 緊急医療施設 

県立病院、公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

適正化 
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2-15 第１ 避難計画の策定 

（略） 

 ５ 指定避難所開設に伴う被災者救援措置に関する事項 

 （略） 

  （６）ペット との同行避難のためのゲージ等の支援 

（略） 

 ７ 指定避難所の整備に関する事項 

 （略） 

（６）ペット 等の保管施設 

第１ 避難計画の策定 

（略） 

 ５ 指定避難所開設に伴う被災者救援措置に関する事項 

 （略） 

  （６）家庭動物との同行避難のためのゲージ等の支援 

（略） 

 ７ 指定避難所の整備に関する事項 

 （略） 

（６）家庭動物等の保管施設 

「家庭動物」に表記を統一 

3-3 第１ 地震情報等の受理伝達 

 １ 気象庁の地震情報 

(1) 地震情報の種類とその内容 

地震情報

の種類 
発表基準 内容 

（略） 

北海道・

三陸沖後

発地震注

意情報 

（略） 後発地震への注意を促す情報を地震発生

後 15 分～２時間程度で発表。      

                                     

                                     

                                     

                                     

        
 

第１ 地震情報等の受理伝達 

 １ 気象庁の地震情報 

(1) 地震情報の種類とその内容 

地震情報

の種類 
発表基準 内容 

（略） 

北海道・

三陸沖後

発地震注

意情報 

（略） 気象庁において一定精度のモーメントマ

グニチュードを推定（地震発生後 15 分～

２時間程度）し、情報発表の条件を満た

す先発地震であると判断でき次第、内閣

府・気象庁合同記者会見が開かれ、「北海

道・三陸沖後発地震注意情報」が発表さ

れる。 

 

 

適正化 

3-13 第１ 優先開通道路の選定 

１ 優先開通道路の選定基準 

（略） 

(2) 開通作業の優先順位 

優先して開通すべき道路の順位は、緊急性の高い順に、第１次

確保路線、第２次確保路線及び第３次確保路線の３つに大別す

る。 

なお、東北道路啓開計画（令和６年１２月東北道路啓開等協議

会）に位置付けられた路線については、この計画に基づき道路啓

開を実施するものとする。   

第１ 優先開通道路の選定 

１ 優先開通道路の選定基準 

（略） 

(2) 開通作業の優先順位 

優先して開通すべき道路の順位は、緊急性の高い順に、第１次

確保路線、第２次確保路線及び第３次確保路線の３つに大別す

る。 

なお、東北道路啓開計画（福島県版）に位置付けられた路線に

ついては、東北道路啓開計画（福島県版）に基づき道路啓開を実

施するものとする。 

東北道路啓開計画の策定

による 
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3-13 第３ 道路開通作業の実施 

（略） 

１ 県（道路班） 

 （略） 

なお、被害の状況により確保路線の開通が困難な場合は、確保

路線以外の道路で、緊急輸送路として確保が必要な道路を開通す

る。 

東北道路啓開計画（令和６年１２月東北道路啓開等協議会）に

位置付けられた路線については、この計画に基づき道路啓開を実

施するものとする。                     

        

第３ 道路開通作業の実施 

（略） 

１ 県（道路班） 

 （略） 

なお、被害の状況により確保路線の開通が困難な場合は、確保

路線以外の道路で、緊急輸送路として確保が必要な道路を開通す

る。 

なお、東北道路啓開計画（福島県版）に位置付けられた路線に

ついては、東北道路啓開計画（福島県版）に基づき道路啓開を実

施するものとする。 

東北道路啓開計画の策定

にによる 

3-16 第７ 動物（ペット）救護対策 

 １ 県（健康衛生班）の業務 

このことについては、「一般災害対策編第３章第14節第７ １」

を参照するものとする。 

 ２ 市町村の業務 

    このことについては、「一般災害対策編第３章第14節第７ ２」

を参照するものとする。 

第７ 家庭動物   救護対策 

 １ 県（健康衛生班）の業務 

このことについては、「一般災害対策編第３章第14節第８ １」

を参照するものとする。 

 ２ 市町村の業務 

   このことについては、「一般災害対策編第３章第14節第８ ２」

を参照するものとする。 

「家庭動物」に表記を統一 

 

 

 

適正化 

 

 

3-24 第４ 妊産婦及び乳幼児に係る対策 

このことについては、「一般災害対策編第３章第 22 節第４」を

参照するものとする。 

 

第４ 児童に係る対策 

１ 要保護児童の把握 

このことについては、「一般災害対策編第３章第22節第４ １」 

を参照するものとする。 

２ 児童のメンタルヘルスケアの確保 

このことについては、「一般災害対策編第３章第22節第４ ２」

を参照するものとする。 

３ 児童の保護等のための情報伝達 

このことについては、「一般災害対策編第３章第22節第４ ３」

を参照するものとする。 

 

第５ 外国人に係る対策 

第４ 妊産婦及び乳幼児に係る対策 

このことについては、「一般災害対策編第３章第 22 節第４」を

参照するものとする。 

 

第５ 児童に係る対策 

１ 要保護児童の把握 

このことについては、「一般災害対策編第３章第22節第５ １」 

を参照するものとする。 

２ 児童のメンタルヘルスケアの確保 

このことについては、「一般災害対策編第３章第22節第５ ２」

を参照するものとする。 

３ 児童の保護等のための情報伝達 

このことについては、「一般災害対策編第３章第22節第５ ３」

を参照するものとする。 

 

第６ 外国人に係る対策 

妊産婦及び乳幼児に係る

対策を追加 
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１ 避難誘導 

このことについては、「一般災害対策編第３章第22節第５ １」

を参照するものとする。 

２ 安否確認 

このことについては、「一般災害対策編第３章第22節第５ ２」

を参照するものとする。 

３ 情報提供 

このことについては、「一般災害対策編第３章第22節第５ ３」

を参照するものとする。 

４ 相談窓口の開設 

このことについては、「一般災害対策編第３章第22節第５ ４」

を参照するものとする。 

１ 避難誘導 

このことについては、「一般災害対策編第３章第 22 節第６ １」

を参照するものとする。 

２ 安否確認 

このことについては、「一般災害対策編第３章第 22 節第６ ２」

を参照するものとする。 

３ 情報提供 

このことについては、「一般災害対策編第３章第 22 節第６ ３」

を参照するものとする。 

４ 相談窓口の開設 

このことについては、「一般災害対策編第３章第 22 節第６ ４」

を参照するものとする。 

5-2 第１ 津波防災知識の普及、防災訓練 

  １ 住民、児童・生徒等への津波防災教育 

(1)住民に対する津波防災教育 

カ ３日分の食料、飲料水、携帯トイレ、トイレットペーパー

等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電

池等）の準備、負傷の防止や避難路の確保の観点からの家

具・ブロック塀等の転倒防止対策、飼い主による家庭動物

との動向避難や避難所での飼養についての準備等の家庭で

の予防・安全対策 

第１ 津波防災知識の普及、防災訓練 

 １ 住民、児童・生徒等への津波防災教育 

(1)住民に対する津波防災教育 

カ ３日分の食料、飲料水、携帯トイレ、トイレットペーパー

等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電

池等）の準備、負傷の防止や避難路の確保の観点からの家

具・ブロック塀等の転倒防止対策、飼い主による家庭動物

との同行避難や避難所での飼養についての準備等の家庭で

の予防・安全対策 

適正化 

5-3 第２  津波警報等の伝達 

 １ 津波警報等の発表  

(1) 津波警報等の種類と内容  

津波警報等の種類と発表される津波の高さ等 

種類 発表基準 

発表される津波の高さ 

数値での発表 

（予想される津波の高さ区分） 

巨大地震の

場合の発表 

（略） 

 

  （4）津波に関する予報及び情報 

   （略） 

イ 津波情報 

 （略） 

第２  津波警報等の伝達 

 １ 津波警報等の発表  

(1) 津波警報等の種類と内容 

津波警報等の種類と発表される津波の高さ等 

種類 発表基準 

発表される津波の高さ 

数値での発表 

（予想される津波の高さ区分） 

巨大地震の

場合の発表 

（略） 

 

  （4）津波に関する予報及び情報 

（略） 

イ 津波情報 

     （略） 

適正化 
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 （注４）沖合の津波観測に関する情報の発表内容について 

  （略） 

沖合で観測された津波の最大波（観測値及び沿岸での推定値(注 )）の発

表内容 

発表中の 

津波警報等 

沿岸で推定され

る津波の高さ 
発表内容 

大津波警報 ３m超 沖合での観測値(柱２)、沿岸での推

定値とも数値で発表 

 

（注１）沿岸から距離が 100km を超えるような沖合の観測点では、津

波予報区との対応付けが難しいため、沿岸での推定値は発表しない。

また、最大波の観測値については数値ではなく「観測中」の言葉で発

表して、津波が到達中であることを伝える。 

【注２】沿岸で推定される津波の高さが非常に小さい場合は、沖合で

の観測値を「微弱」と表現する。 

 

 

（略） 

     （注４）沖合の津波観測に関する情報の発表内容について 

      （略） 

沖合で観測された津波の最大波（観測値及び沿岸での推定値[柱１]）の

発表内容 

発表中の 

津波警報等 

沿岸で推定され

る津波の高さ 
発表内容 

大津波警報 ３m超 沖合での観測値[柱２]、沿岸での

推定値とも数値で発表 

 

【注１】沿岸から距離が 100km を超えるような沖合の観測点では、津

波予報区との対応付けが難しいため、沿岸での推定値は発表しない。

また、最大波の観測値については数値ではなく「観測中」の言葉で発

表して、津波が到達中であることを伝える。 

【注２】沿岸で推定される津波の高さが非常に小さい場合は、沖合で

の観測値を「微弱」と表現する。 

 

 

（略） 
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市町村へＦＡＸ

大津波警報及び

津波警報 大津波警報及び津波警報

ＮＨＫ福島放送局

報道機関

職員参集

システム

相互確認

県総合情報通信ネットワーク

※二重線の経路は特別警報発表時に伝達、通知または周知の措置が ★東日本電信電話(株)が被災するなど伝達を受けられないときは、

義務づけられている。 　西日本電信電話(株)が代わりに受信し、伝達する。

福島県
(危機管理総室)

相
互
確
認

双葉地方広域市町村圏
組合消防本部

相馬地方広域消防本部

各
警
察
署

相双地方振興局

相双建設事務所

県関係機関

いわき地方振興局

いわき建設事務所

相馬港湾建設事務所

小名浜港湾建設事務所

広野町

楢葉町

東日本電信電話株式会社
西日本電信電話株式会社

関係各総室職
員

いわき市消防本部

第二管区海上保安本部

航行船舶

出漁船舶

各漁業無線局
（各漁協）

船舶関係団体

東京電力（株）広
野火力発電所

東北電力（株）原
町火力発電所

相馬共同火力
（株）新地発電所

東京電力（株）
福島第一原子
力発電所

福島第二原子
力発電所

沿岸地域住民･観光客等

在港船舶

大熊町

双葉町

津波警報等伝達系統図

仙台管区気象台

ＮＨＫ等
報道機関

住民等
（緊急速報メール）

携帯電話事業者

消防庁

気象庁

（※）バックアップ回線を用意するなど被災の状況により通常使用している情報伝達網が寸断されることを考慮するものとする。

いわき市

相馬市

南相馬市

警察庁本庁

福島地方気象台

沿岸消防本部沿岸市町

福島海上保安部

県水産海洋研究
センター

(県漁業無線局)

交
番
･
駐
在
所

富岡町

浪江町

新地町

他出先機関

県
警
察
本
部

J-ALERT

 

 

市町村へＦＡＸ

大津波警報及び

津波警報 大津波警報及び津波警報

ＮＨＫ福島放送局

報道機関

職員参集

システム

相互確認

県総合情報通信ネットワーク

※二重線の経路は特別警報発表時に伝達、通知または周知の措置が ★東日本電信電話(株)が被災するなど伝達を受けられないときは、

義務づけられている。 　西日本電信電話(株)が代わりに受信し、伝達する。

福島県
(危機管理総室)

相
互
確
認

双葉地方広域市町村圏
組合消防本部

相馬地方広域消防本部

各
警
察
署

相双地方振興局

相双建設事務所

県関係機関

いわき地方振興局

いわき建設事務所

相馬港湾建設事務所

小名浜港湾建設事務所

広野町

楢葉町

東日本電信電話株式会社
西日本電信電話株式会社

関係各総室職
員

いわき市消防本部

第二管区海上保安本部

航行船舶

出漁船舶

各漁業無線局
（各漁協）

船舶関係団体

東京電力（株）広
野火力発電所

東北電力（株）原
町火力発電所

相馬共同火力
（株）新地発電所

東京電力（株）
福島第一原子
力発電所

福島第二原子
力発電所

沿岸地域住民･観光客等

在港船舶

大熊町

双葉町

津波警報等伝達系統図

仙台管区気象台

ＮＨＫ等
報道機関

住民等
（緊急速報メール）

携帯電話事業者

消防庁

気象庁本庁又は
大阪管区気象台

（※）バックアップ回線を用意するなど被災の状況により通常使用している情報伝達網が寸断されることを考慮するものとする。

いわき市

相馬市

南相馬市

警察庁本庁

福島地方気象台

沿岸消防本部沿岸市町

福島海上保安部

県水産海洋研究
センター

(県漁業無線局)

交
番
･
駐
在
所

富岡町

浪江町

新地町

他出先機関

県
警
察
本
部

J-ALERT

 

 


